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１．はじめに
本資料は、大阪産業経済リサーチセンターが平成24年度に実施した「大阪本社中堅・中小製造企業の事業所機能再編」の調査内容を補足するため、同調査において行った企業アンケート調査データをもとに、企業の事業所機能再編状況と業態との関係についてクロス集計による追加分析を行ったものである。
２．業態の特徴
業態の特徴は、表２－１のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　表２－１　各業態の特徴

	業態
	特徴

	自社仕様・最終製品型
	自社仕様（企画）で最終製品（自社ブランドの組付部品を含む）を生産している企業

	発注者仕様・自社図面作成型
	発注者の仕様（依頼）に基づき、自社で図面（または企画書、提案書）を作成し、部品・材料・製品を加工・生産している企業

	発注者図面・部品加工型
	発注者の図面（指図書）に基づいて、部品や材料を加工・生産している企業


回答企業数は、自社仕様・最終製品型193社、発注者仕様・自社図面作成型152社、発注者図面・部品加工型130社であり、業態が複数ある企業は、最近１年間の売上げの最も大きな業態にカウントされている。
最近３年間に業態を転換した企業は表２－２のようにわずかであり、ほとんどの企業が同じ業態のまま事業を展開している。
　　　　　　　　　　　　　　　　表２－２　３年前と現在の業態
[image: image1.emf]回答数 回答率（％） 回答数 回答率（％） 回答数 回答率（％）

３年前も現在と同じ業態だった

192 99.5 150 98.7 127 98.4

３年前は自社仕様・最終製品型だった － －

1 0.7 0 0.0

３年前は発注者仕様・自社図面作成型だった

0 0.0

－ －

2 1.6

その他

1 0.5 1 0.7 0 0.0

合計

193 100.0 152 100.0 129 100.0

現在の業態

自社仕様・最終製品型 発注者仕様・自社図面作成型 発注者図面・部品加工型


製造業の業種ごとに業態別構成比をみると、表２－３のように、同じ業種の中に異なる業態の企業が混在している。
　　　　　　　　　　　　　　　表２－３　各業種の業態別構成比（％）
[image: image2.emf]自社仕様・最終製品型 発注者仕様・自社図面作成型 発注者図面・部品加工型 合計

金属製品製造（加工）(N:91) 25.3 23.1 51.6 100.0

一般用機械器具・部品製造(N:54) 50.0 40.7 9.3 100.0

化学製品製造(N:51) 60.8 19.6 19.6 100.0

電気機械器具・部品製造(N:42) 45.2 35.7 19.0 100.0

印刷・同関連(N:38) 7.9 57.9 34.2 100.0

食料品製造(N:34) 82.4 8.8 8.8 100.0

プラスチック製品製造(N:32) 37.5 37.5 25.0 100.0

繊維工業(N:21) 42.9 38.1 19.0 100.0

鉄鋼・非鉄金属製造(N:21) 28.6 47.6 23.8 100.0

輸送用機械器具・部品製造(N:17) 47.1 17.6 35.3 100.0

精密機械器具・部品製造(N:15) 20.0 26.7 53.3 100.0

その他(N:58) 41.4 36.2 22.4 100.0


自社の資本比率40％以上で自社が実質支配している国内の企業と、自社の資本比率25％以上の海外現地法人をグループ企業とし、こうしたグループ企業も含めたグループ全体の従業者規模をみると、表２－４のように、全体として、自社仕様・最終製品型が最も規模が大きく、発注者図面・部品加工型が最も小さい。
　　　　　　　　　　　　　表２－４　グループ全体の従業者規模（％）
[image: image3.emf]99人以下 100～299人 300～499人 500～999人1,000人以上 合計

自社仕様・最終製品型

(N:177)

36.2 36.7 9.0 10.2 7.9 100.0

発注者仕様・自社図面作成型

(N:142)

44.4 40.1 7.7 4.2 3.5 100.0

発注者図面・部品加工型

(N:114)

50.0 34.2 6.1 5.3 4.4 100.0


(注)グループ企業を含めた自社グループ全体の従業者数。
　　従業者には、経営者、常勤役員、パート・アルバイトを含むが、派遣社員や請負社員は含まない。

３．分析の内容
（１）事業展開の状況
　　①最近３年間と今後３年間の技術戦略
　技術戦略についてみると、表３－１－１－１のように、全体としていずれの業態も、既存技術活用から新技術開発へと転換が進みつつある。
　　　　　　　　　　　表３－１－１－１　最近３年間と今後３年間の技術戦略
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 自社仕様・最終製品型 最近3年間(N:192)

31.9 42.4 19.9 5.8 100.0

今後3年間(N:188)

20.7 30.9 35.1 13.3 100.0

発注者仕様・自社図面作成型  最近3年間(N:152)

28.9 45.0 20.8 5.4

100.0

今後3年間(N:148)

16.9 39.9 33.8 9.5 100.0

発注者図面・部品加工型 最近3年間(N:129)

42.3 46.9 8.5 2.3 100.0

今後3年間(N:130)

23.1 40.8 31.5 4.6 100.0


　　②最近３年間と今後３年間の市場戦略

市場戦略についてみると、表３－１－１－２のように、全体としていずれの業態も、既存市場深耕から新規市場開拓へと転換が進みつつある。
　　　　　　　　　　表３－１－１－２　最近３年間と今後３年間の市場戦略
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 自社仕様・最終製品型 最近3年間(N:191)

20.9 55.1 20.9 3.1 100.0

今後3年間(N:187)

16.0 32.1 42.3 9.6 100.0

発注者仕様・自社図面作成型  最近3年間(N:150)

25.3 58.7 12.0 4.0

100.0

今後3年間(N:148)

12.2 39.2 40.5 8.1 100.0

発注者図面・部品加工型 最近3年間(N:130)

35.4 49.2 12.3 3.1 100.0

今後3年間(N:130)

18.5 37.7 36.9 6.9 100.0


　③海外事業戦略
海外事業戦略の状況をみると、表３－１－１－３のとおりである。

まず海外拠点設置については、製造拠点では、３業態間に大きな差はなく、どの業態も全体の４分の１ほどの企業が海外に拠点を設けており、今後も設置を進めていく方向である。設計・研
　　　　　　　　　　　　表３－１－１－３　海外事業展開の状況
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究開発・試作拠点では、いずれの業態でも設置比率が低く、発注者図面・部品加工型は特に低い。販売・メンテナンス拠点では、自社仕様・最終製品型の企業が他の２つの業態を大きく引き離して、設置比率が高い。しかし，発注者図面・部品加工型では、時期を追って設置比率が高まっている。
次に輸出入（商社経由を含む）については，輸出、輸入とも、自社仕様・最終製品型、発注者仕様・自社図面作成型、発注者図面・部品加工型の順で実施比率が高い。

輸出向け国産製品用の部品生産（加工）は、発注者図面・部品加工型の約４分の１、発注者仕様・自社図面作成型の約５分の１が取り組んでいる。

海外からのロイヤリティまたは技術指導料収入の獲得については、自社仕様・最終製品型の実施比率が10％台なかばではあるが、他の２業態に比べると高い水準で推移している。

上記の項目の海外事業を「まったくしておらず、今後もしない」という企業の比率は、自社仕様・最終製品型では14.0％にとどまるが、発注者仕様・自社図面作成型では４分の１、発注者図面・部品加工型では約３分の１にのぼっている。

また、海外拠点の設置歴をみると、表３－１－１－４のように、自社仕様･最終製品型は、1985年のプラザ合意前（調査時点で概ね25年以上前）に拠点を設置した企業の比率が全体の４分の１と、他の業態に比べて高い。発注者仕様・自社図面作成型はプラザ合意後の時期に設置した企業が多く、発注者図面・部品加工型は最近10年間に設置した企業が多い。
　　　　　　　　　　　　　表３－１－１－４　海外拠点設置歴
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自社仕様・最終製

品型(N:71)

9.9 28.2 35.2 22.5 4.2 100

発注者仕様・自社

図面作成型(N:45)

13.3 22.2 51.1 6.7 6.7 100

発注者図面・部品

加工型(N:39)

20.5 30.8 48.7 0 0 100


(注)現在海外拠点を設置している企業からの回答。
（２）事業所配置と従業者の増減状況
①現在の拠点立地地域

　製造、設計・研究開発・試作、販売・メンテナンスの各拠点（グループ企業を含む自社グループ全体の拠点、以下同じ）の現在の立地状況については、表３－２－１－１のとおりである。

製造拠点については、３業態とも、「大阪府内」が最も多く、次いで「関西、首都圏以外の国内」「関西圏（大阪府以外）」の順となっている。

設計・研究開発・試作拠点についても、３業態とも「大阪府内」が最も多いが、次いで自社仕様・最終製品型と発注者仕様・自社図面作成型は「関西圏（大阪府以外）」「関西、首都圏以外の国内」の順となっており、製造拠点と順位が入れ替わっている。これに対し、発注者図面・部品加工型は「大阪府内」に次いで「関西、首都圏以外の国内」「関西圏（大阪府以外）」の順であり、製造拠点と同じ順位となっている。

販売・メンテナンス拠点についても、３業態とも「大阪府内」が最も多いが、これ以外については立地に違いがみられる。自社仕様・最終製品型が他の２業態より、国内外の各地域にかなり多く事業所を配しており、特に「東京都内」の拠点設置率が64.3％と高い。発注者仕様・自社図面作成型も「大阪府内」に次いで「東京都内」の拠点設置率が47.6％と高いが、海外拠点は少ない。発注者図面・部品加工型は、「大阪府内」に次いで「関西、首都圏以外の国内」「東京都内」の順となっているが、「東京都内」の設置率は27.3％と他の２業態よりかなり低い。
　　　　　　　　　　　表３－２－１－１　各拠点がある地域
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(注)各拠点をもつ企業のみからの複数回答。

　　関西圏は、大阪府、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県。首都圏は、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。（以下、同じ）
　②各業務を行う従業者の最も多い地域
次に製造、設計・研究開発・試作、販売・メンテナンスの各業務を行う従業者が最も多い地域は、表３－２－１－２のとおりである。

製造業務については、「大阪府内」が３業態とも最も多い。自社仕様・最終製品型は「大阪府内」が61.4％で、３業態の中で最も高いが、「海外」は5.2％にとどまる。発注者仕様・自社図面作成型は、「大阪府内」が49.6％で３業態の中で最も低いが、次いで「関西圏（大阪府以外）」が20.9％で、「海外」は7.0％にとどまる。発注者図面・部品加工型は、「大阪府内」が54.9％で、次いで「関西，首都圏以外の国内」が16.8％で、「海外」が10.6％と３業態の中で最も高い。
設計・研究開発・試作業務についても、「大阪府内」が３業態とも製造業務以上に断然設置率が高く、「海外」という企業は少ない。自社仕様・最終製品型と発注者仕様・自社図面作成型は「大阪府内」に次いで「関西圏（大阪府以外）」、発注者図面・部品加工型は「大阪府内」に次いで「関西，首都圏以外の国内」となっている。
販売・メンテナンス業務も、設計・研究開発・試作業務と同様、「大阪府内」が３業態とも断然設置率が高く、「海外」は少ない。自社仕様・最終製品型と発注者仕様・自社図面作成型は、「大阪府内」に次いで「首都圏」の順となっているが、発注者図面・部品加工型は、「大阪府内」に次いで「関西圏（大阪府以外）」となっており、他の業態に比べて「首都圏」の比率が低い。
　　　　　　　　　表３－２－１－２　各業務を行う従業者が最も多い地域
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　　　　(注)各拠点をもつ企業のみからの回答。
　③今後従業者を最も増やす予定の地域
次に今後３年間に各業務を行う従業者を増やす予定の拠点の有無についてみると、表３－２－３－１のように、｢従業者を増やす予定の拠点がある｣とする企業が、製造、設計・研究開発・試作、販売・メンテナンスのいずれの業務においても、各業態ともかなりの割合で存在する。
また、表３－２－３－２は、回答数が少ない点に留意する必要があるが、今後３年間のうちに各業務の従業者を最も増やす予定の地域を示したものである。

製造業務では、自社仕様・最終製品型は「大阪府内」「海外」「関西、首都圏以外の国内」、発注者仕様・自社図面作成型は「関西圏（大阪府以外）」「海外」「大阪府内」、発注者図面・部品加工型は「海外」「大阪府内」「関西、首都圏以外の国内」の順となっている。

設計・研究開発・試作業務では、すべての業態で「大阪府内」が最も多く、しかもその比率はいずれも７割前後となっている。最も多い「大阪府内」に次いで、自社仕様・最終製品型と発注者仕様・自社図面作成型は「関西圏（大阪府以外）」、発注者図面・部品加工型は「関西、首都圏以外の国内」となっている。そして、「海外」とする企業は、自社仕様・最終製品型で4.2％あるだけで、発注者仕様・自社図面作成型と発注者図面・部品加工型では皆無である。

販売・メンテナンス業務では、自社仕様・最終製品型は「大阪府内」「首都圏」「海外」の順、発注者仕様・自社図面作成型は「大阪府内」「首都圏」の順であるが、「海外」の比率は5.7％と低い。発注者図面・部品加工型は「大阪府内」「海外」「首都圏」の順となっている。
　　　　　表３－２－３－１　今後３年間のうちに従業者を増やす予定の拠点の有無
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　　　　　　　(注)各拠点をもつ企業からの回答。
　　　表３－２－３－２　今後３年間のうちに各業務の従業者を最も増やす予定の地域
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（注）今後３年間のうちに各業務を行う従業者を増やす予定の拠点のある企業からの回答。
④マザー工場の立地地域
グローバル化が進展する中での競争を勝ち抜いていくうえで、国内のマザー工場機能の必要性が強調されるケースが多い。そこで、マザー工場機能の重要な要素のひとつである「先端品・高付加価値品生産」の最重要拠点の３年前、現在、３年後の立地地域の推移をみると、表３－２－４－１のように、各業態とも「大阪府内」が比率はやや低下傾向にはあるものの、依然６割近い企業で最重要拠点として位置づけられている。一方、「海外」とする企業の割合は、微増してはいるが、わずかである。
　　　表３－２－４－１　先端品・高付加価値品生産の最重要拠点の立地地域の推移（％）
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また、マザー工場機能の重要な要素として、もうひとつあげられる「技能者・生産技術者育成」の最重要拠点の３年前、現在、３年後の立地地域の推移をみると、表３－２－４－２のように、各業態とも「大阪府内」が比率はやや低下傾向にはあるが、依然６割なかばの企業で最重要拠点として位置づけられている。一方、「海外」とする企業の割合は、わずかである。
　　　　　表３－２－４－２　技能者・生産技術者育成の最重要拠点の推移（％）
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（３）本社従業者の増減状況

　最後に本社従業者の増減についてみてみよう。表３－３－１は３年前から現在まで、表３－３－２は今後３年間の意向を示したものである。

本社従業者全体では、自社仕様・最終製品型は、３年前から現在までは横ばい55.5％で、増加21.5％、減少23.0％と、増加企業と減少企業が約２割強ずつみられたが、今後３年間については横ばい企業が７割強となり、増加企業は17.9％とやや低下し、減少企業は9.5％まで低下する。発注者仕様・自社図面作成型は、３年前から現在までは横ばい56.4％で、増加26.2％、減少17.4％と、増加企業が減少企業を8.8ポイント上回り、今後３年間については横ばいとする企業の割合が76.6%まで高まるが、増加15.9％、減少7.6％と、引き続き増加企業が減少企業より多い。発注者図面・部品加工型は、３年前から現在までは横ばい51.6％、増加27.3％、減少21.1％と、増加企業が減少企業を6.2ポイント上回り、今後３年間については横ばいとする企業の割合が71.0％まで高まるが、増加13.7％、減少15.3％と減少企業が増加企業よりわずかに多い。
　
表３－３－１　本社従業者の増減
(３年前から現在まで)
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表３－３－２　本社従業者の増減
(今後３年間の意向)
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　次に職種別の状況をみると、総務・人事・経理担当者については、３業態とも減少企業の比率が増加企業の比率を若干上回るものの、横ばいの企業が、３年前から現在までは７割なかば～８割弱、今後３年間については９割弱で多い。

経営企画・経営管理担当者についても、３業態とも横ばいの企業が、３年前から現在までは７割弱～８割弱、今後３年間についても７割～８割強で多い。
　海外・国際担当者については、「担当者が３年前からいない」という企業が自社仕様・最終製品型で30.9％、発注者仕様・自社図面作成型で40.7％、発注者図面・部品加工型で57.5％あるが、今後３年間の意向として、「現在いないし、今後もいない」という企業の比率は、自社仕様・最終製品型で27.0％、発注者仕様・自社図面作成型で39.6％とわずかに低下する程度であるが、発注者図面・部品加工型では49.6％と7.9ポイント低下する。そして、担当者がいる企業については業態を問わず、３年前から現在まで、今後３年間とも，横ばいの企業が多いものの、増加企業の割合は減少企業の割合を上回っており、特に今後３年間については、３業態とも10ポイント以上上回っている。
　製造担当者については、業態を問わず、３年前から現在までは５割弱、今後３年間は５割強～６割なかばの企業が横ばいとしている。また自社仕様・最終製品型では３年前から現在まで、減少企業の比率が増加企業の比率を1.6ポイント上回るが、今後は増加企業の比率が減少企業の比率を2.2ポイント上回る。発注者仕様・自社図面作成型と発注者図面・部品加工型は、３年前から現在まで、今後３年間とも、増加企業の比率が減少企業の比率を若干上回っている。
　設計・研究開発・試作担当者については、業態を問わず、３年前から現在まで、今後３年間とも横ばいの企業が５割前後で多い。しかし、増加企業の比率が減少企業の比率を、３年前から現在までは10数ポイント、今後３年間については20ポイント前後上回っている。
　販売・メンテナンス担当者についても、業態を問わず、３年前から現在まで、今後３年間とも横ばいの企業が６割なかばで多い。しかし、増加企業の比率が減少企業の比率を、３年前から現在まで、今後３年間とも上回っているが、特に自社仕様・最終製品型では今後３年間のポイント差が25.4ポイントと大きい。
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